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選択式
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1

2016 年２月上旬から２月下旬にかけての経済
状況について、関連する業界、地域等の現状
やご自身の知見・経験等を踏まえ、３か月前
(2015 年11月上旬から11月下旬)と比べて良く
なっているか、悪くなっているか選んでいただ
き、その理由をデータや具体的な事例とともに
300 字以内でご記入ください。その際、前年と
の違い等お気づきの点があれば併せてご記入
下さい。なお、政府の景気認識については月
例経済報告の中でお示ししているのでご参照く
ださい。

２

① 2016年前半において、記載した３つの課題
に関し、特に強化・加速すべきとお考えになる
取組について、具体的な推進方法や手法があ
りましたらご紹介下さい。

② また、これら３つには含まれないが、同様に
重要だとお考えの課題がございましたら、その
推進方法とあわせて具体的にご記載下さい。

質問事項

経済動向

悪くなって�
いる

依然として消費は低迷を続け、海外経済の変調懸念や株価の下落等により、設備投資に慎重な動きが見られ
る。とくに中小企業においては、業績が上がっているにも関わらず、経営者の高齢化や後継者問題などを考え、
新規設備投資が伸びていない。

2016年前半に取り組むべき課題

-

成長と分配をつなぐ経済財政のシステムの構築が必要。生産性が多少なりとも伸びているにも関わらず、平均
賃金が伸びず、労働分配率が低下の一途にある。こうした動きは他の先進国においても見られるが、日本はとく
に顕著である。正規労働者、非正規労働者、それぞれの賃金は横ばいであるが、賃金の低い非正規労働者の
比率が高まったことが、結果的に1人当たり平均賃金を引き下げ、消費の拡大を抑制している。今後、安定した
経済成長を持続させていくためには、詰まりつつある分配のパイプを太くしていく必要があり、ワークライフバラン
スの促進とともにこれができてはじめて就業意欲も高まり、生産性を向上させることもでき、人口減少下において
も供給能力の拡大にもつながる。


